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％ ％ ％ ％

241,473,151      61.9 266,817           241,739,968      61.9 0.2 232,176,351 4.1 

335,267           0.1 -                    335,267           0.1 - 438,400 ▲23.5 

50,212,623       12.9 -                    50,212,623       12.9 0.0 54,874,981 ▲8.5 

1,592,618         0.4 -                    1,592,618         0.4 - 3,766,950 ▲57.7 

254,791           0.1 -                    254,791           0.1 - 280,996 ▲9.3 

127,380           0.0 -                    127,380           0.0 - 213,347 ▲40.3 

47,182             0.0 -                    47,182             0.0 - 43,769 7.8 

54,255             0.0 -                    54,255             0.0 - 65,199 ▲16.8 

50,024,783       12.8 -                    50,024,783       12.8 - 48,983,643 2.1 

412,997           0.1 -                    412,997           0.1 - 403,801 2.3 

7,565,427         1.9 -                    7,565,427         1.9 - 7,364,541 2.7 

861,110           0.2 -                    861,110           0.2 - 1,079,500 ▲20.2 

111,488,433      28.6 -                    111,488,433      28.5 0.0 117,515,127 ▲5.1 

15,327,193       3.9 -                    15,327,193       3.9 - 16,230,124 ▲5.6 

22,106,645       5.7 -                    22,106,645       5.7 0.0 19,800,225 11.6 

37,433,838       9.6 -                    37,433,838       9.6 0.0 36,030,349 3.9 

390,395,422      100.0 266,817           390,662,239      100.0 0.1 385,721,827 1.3 

令和7年度各会計別予算額調（令和7年6月議会追加分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

会　　　　計　　　　別
現　計　予　算　額

補　正　額
合　　　　　　計

対当初
伸　率

【参考】
令和6年度
同期予算額

(6月2号補正後)

対前年度
同期伸率

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

一 般 会 計

観 光 施 設 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

特

別

会

計

土 地 取 得

中 央 卸 売 市 場 事 業

駐 車 場 事 業

財 産 区

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

介 護 保 険 事 業

診 療 所 事 業

合　　　　　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

長 崎 市 立 病 院 機 構
病 院 事 業 債 管 理

小　　　　　計

公 営

企 業

会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

小　　　　　計
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令和 7年度 6月追加補正予算について 

 

■会計別補正予算の内訳 

  （単位：千円） 

区  分 一般会計 特別会計 企業会計 計 

１ 物価高騰対策に係るもの 194,818 - - 194,818 

２ その他 71,999 - - 71,999 

合 計 266,817 - - 266,817 

 

 

 

■一般会計補正予算の内容  

１ 物価高騰対策に係るもの                                              【194,818千円】 

・市民活動推進費（自治会集会所省エネルギー空調機器購入費補助金）、地域医療推進費（医療機関物価高騰緊急支援事業費）、地球温暖化対策推進費（省

エネルギー家電製品等購入費補助金）、地域消費喚起対策費（商店街等プレミアム付商品券発行支援費補助金）、学校給食実施費（給食食材等調達費） 

 

 

２ その他                                       【71,999千円】 

・予防接種事故対策費（事故措置費） 
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Ⅰ 一般会計予算 266,817 千円

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

8,882

1 市民活動推進費                8,882 自治振興課

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

8,882 8,280    -        -        -          602      

122,339

2 地域医療推進費                6,300 地域医療室

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

6,300 5,873    -        -        -          427

 4 款　　衛　生　費

医療機関等へのエネルギー等物価高騰対策支援にかかる県と市の役
割分担のもと、長崎みなとメディカルセンターに対して、電気・ガ
ス・食材料費の物価上昇分の一部を補助するもの。

　・R7.1月市議会臨時会補正額　8,172千円

令和7年度補正予算歳出事業別内訳（令和7年6月議会追加分）

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課
内容

 2 款　　総　務　費

自治会集会所省エネルギー空調機器購
入費補助金

地域住民の活動拠点である自治会集会所における空調設備につい
て、エネルギー価格高騰の影響による購入・買い替え経費の負担を
軽減するため、既設の空調設備を省エネ性能の高いものに交換また
は新たに設置するための費用を補助するもの。

医療機関物価高騰緊急支援事業費
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国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

3 予防接種事故対策費              71,999 こども政策課

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

71,999 -        -        -        71,999     -        

4 地球温暖化対策推進費              44,040 ゼロカーボンシティ

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 推進室

44,040 41,035   -        -        18         2,987    

子宮頸がん予防ワクチン（HPVワクチン）接種により健康被害が生
じたとする2名から、長崎市予防接種事故災害補償要綱に基づく障
害補償の申請があり、長崎市予防接種健康被害調査委員会の審議結
果を踏まえ、全国市長会予防接種事故賠償補償保険の保険金支払い
が決定したことから、補償金を支払うもの。

　　・現計予算額　47,167千円

担 当 課
内容

省エネルギー家電製品等購入費補助金

物価高騰への支援と「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向けた取
組みの推進のため、エネルギー消費性能が優れた省エネ家電等への
買換え費用を補助するもの。

　　・R7.1月市議会臨時会補正額　75,516千円

事故措置費

補　正　額
　　(千円)

事　　業　　名
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国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

40,500

5 地域消費喚起対策費              40,500 商業振興課

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

40,500 37,752   -        -        -          2,748    

95,096

6 学校給食実施費              95,096 学校給食課

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

95,096 80,288 -        -        8,964      5,844    

 7 款　　商　工　費

給食食材等調達費

米の価格高騰により、（一財）長崎市学校給食会に支払う食材調達
費が不足する見込みであるため、当該不足額について増額するも
の。

　　・現計予算額　1,630,906千円

 10 款　　教　育　費

商店街等プレミアム付商品券発行支援費
補助金

商店街等が地域の実情に応じて実施するプレミアム付商品券の発行
を支援するとともに、電子による商品券発行を促すことで、地域経
済の活性化及び商店街等のデジタル化を進めるもの。

　補助対象者：商店街・各業界団体
　補助率　　：9/10
　補助上限額：紙の商品券導入の場合は14,000千円
　　　　　　　電子商品券導入の場合は18,000千円

　　・R7.2月市議会補正額　360,000千円

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課
内容
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